
部 課 収入額（千円） 収納率 収入額（千円） 収納率

現年度分 1,771,023 99.0% 1,606,337 98.8%

滞納繰越分 18,059 23.8% 18,422 25.0%

現年度分 296,262 96.5% 218,446 99.5%

滞納繰越分 703 33.7% 10,922 92.6%

現年度分 2,428,432 96.9% 2,417,400 98.5%

滞納繰越分 32,804 16.7% 74,647 31.4%

現年度分 156,802 98.8% 154,079 98.8%

滞納繰越分 1,661 29.8% 1,740 31.0%

現年度分 806,650 94.4% 769,282 94.6%

滞納繰越分 54,843 19.6% 52,573 19.6%

現年度分 936,391 99.5% 1,021,002 99.5%

滞納繰越分 3,305 18.4% 3,548 23.0%

現年度分 508,445 99.5% 504,000 99.6%

滞納繰越分 2,562 38.0% 2,274 38.5%

現年度分 94,144 97.9% 89,138 98.0%

滞納繰越分 3,577 12.8% 3,240 14.0%

現年度分 300,400,099 91.0% 295,107,512 91.0%

滞納繰越分 30,591,661 75.0% 30,244,504 75.0%

現年度分 159,344,405 90.0% 158,945,094 90.0%

滞納繰越分 15,740,024 94.0% 16,190,679 94.0%

現年度分 74,412,866 90.0% 70,928,550 90.0%

滞納繰越分 6,913,783 95.0% 7,655,804 95.0%

現年度分 30,488,095 91.0% 29,253,224 91.0%

滞納繰越分 3,143,864 99.0% 3,040,460 99.0%

現年度分 1,034,520,809 97.0% 1,196,259,873 97.0%

滞納繰越分 27,570,588 61.0% 23,296,001 61.0%

現年度分 13,406 100.0% 14,038 100.0%

滞納繰越分 2 0.0% 0 0.0%

現年度分 925 79.4% 577 80.5%

滞納繰越分 196 13.8% 230 16.0%

現年度分 160,339 99.6% 159,753 99.6%

滞納繰越分 1,487 15.9% 1,357 16.0%

現年度分 27,782 100.0% 29,631 100.0%

滞納繰越分 538 5.9% 451 5.9%

現年度分 23,179 99.9% 24,812 100.0%

滞納繰越分 514 38.2% 318 38.2%

現年度分 25,661 99.9% 32,134 100.0%

滞納繰越分 125 16.4% 105 16.4%

滞納繰越分 1273 3.2% 1,353 3.7%

4.1%
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収税課
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固定資産税

不使用車には廃車手続を促すとともに、分納計画では優先的に充当していく。

保険証更新時期が７月となるため、例年より早期に納税交渉の機会を設ける。

法人市民税 徴収猶予分の確実な収納と法人代表者との交渉機会を設け、早期の納付を促していく。2
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令和３年度の具体的な取り組み計画No.
令和２年度　実績 令和３年度　目標

所管徴収金種別
担当部署

市民生活部 人権推進課

軽自動車税

国民健康保険税

住宅資金貸付金

個人市民税

国の地対財特法に基づいた住宅新築資金等貸付事業の貸付金回収業務であり、毎月納付書や口座
振替通知書を発送し、催告書の発送を行う。戸別訪問による滞納整理を行う。

速やかな段階的催告と平行して財産調査を行い、早期の処分により滞納を解消する。

徴収猶予分の確実な収納と共有案件で納付に滞りが生じれば、早期に告知替を行い対処してい
く。

行政経営部

介護保険料

後期高齢者医療保険料

汲取手数料

ふるさと創生奨学金返済収入

給食事業収入

市営住宅使用料

公共下水道使用料

特定環境保全公共下水道使用料

農業集落排水事業下水道使用料

水道料金

コミュニティプラント

教育委員会

教育総務課

学事課

こども未来課

保健福祉部

長寿福祉課

医療保険課
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まちづくり部 地域計画課

上下水道部

経営企画課

あさぎり苑

9
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現年度分徴収対策…口座振替の勧奨、個別催告により新規未納者を抑制する。
滞納繰越分徴収対策…新規長期未納者発生の抑制、納付相談の実施(納付誓約、分割納付)

口座振替の推進（資格取得時の保険証交付時及び保険料額決定通知時に口振依頼書同封）、督促
状発送後未納者に対し文書・電話・臨戸訪問による催告、財産調査、滞納処分の実施

督促(毎月）及び催告(4・7・10・1月）、連帯保証人請求（9・1月）、特別徴収実施(5・12
月）、法務専門員との連携(高額滞納者）、納付誓約の徴取（収入申告書提出時）

長期滞納者及び高額滞納者については、電話・訪問徴収から電話・出紙による催告を強化し、自
主納付を促す対策を進める。

長期滞納者及び高額滞納者については、電話・訪問徴収から電話・出紙による催告を強化し、自
主納付を促す対策を進める。

長期滞納者及び高額滞納者については、電話・訪問徴収から電話・出紙による催告を強化し、自
主納付を促す対策を進める。

長期滞納者及び高額滞納者については、電話・訪問徴収から電話・出紙による催告を強化し、自
主納付を促す対策を進める。

滞納者に対する督促の電話を継続的に行い、未収金が残らないようにする。

督促状の送付、電話による督促、訪問徴収、連帯保証人への連絡、長期滞納者については弁護士
対応を検討、自己破産者については、連帯保証人および連帯保証人の相続人へ返済通知を送付

長期滞納者及び高額滞納者については、電話・訪問徴収から電話・出紙による催告を強化し、自
主納付を促す対策を進める。

①電話催告、訪問徴収　　②文書による納付依頼

①電話催告、訪問徴収　　②文書による納付依頼

昨年度までに引き続き、児童手当からの充当、教育委員会職員による訪問徴収及び学校園による
納入啓発に取り組む。また、法務専門員と連携し、徴収活動を行う。

認定こども園保育料

①電話催告、訪問徴収　　②文書による納付依頼　　③児童手当からの充当

①電話催告、訪問徴収　　②文書による納付依頼　　③児童手当からの充当

①電話催告、訪問徴収　　②文書による納付依頼　　③3ヶ月以上の滞納者には退所勧告放課後児童対策事業利用料

幼稚園預かり保育料

幼稚園保育料

保育所保育料

滞納繰越分

滞納繰越分

31 31.4%
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